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営業の概況ご挨拶

代表取締役社長

髙見澤 秀茂

株主のみなさまには平素より格段のご高配を賜り
厚く御礼申しあげます。

ここに当社グループ第65期報告書をお届けするに
あたりまして、ご挨拶を申しあげます。

当期において当社グループを取り巻く経済は、公
共投資の増加と民間設備投資は好調に推移し、省エ
ネ関連も消費税増税による反動感も薄く堅調に推移
いたしましたが、年度末近くにおいて増勢傾向に陰
りが出始めました。

また、原油価格の下落により特にカーライフ関連
事業におきましては厳しい経営環境で推移いたしま
した。

このような情勢のもと、当社グループは、積極的
な営業活動と徹底的なコスト管理により収益の拡大
に努めてまいりました。

この結果、グループ全体では売上高では微減とな

りましたが、営業利益、経常利益、当期純利益とも
前期を上回ることができました。

今後、当社グループを取り巻く経営環境は、公共
投資の減少や連続する原油価格の下落、労働力不足
による調達コストの上昇など、不安定な要素が続く
ものと予想されますが、目標達成に向け全社一丸と
なって取り組んでまいる所存でございます。

また、将来にわたり持続的な成長を成し遂げて行
くため、新規事業開拓に傾注するとともにコンプラ
イアンス経営に重点を置き、安定収益を確保できる
経営基盤の確立を目指してまいります。

なお、期末配当金につきましては、1株につき5円
とさせていただきましたのでご報告申しあげます。

株主のみなさまにおかれましては、何卒ご理解い
ただき、今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜りま
すようお願い申しあげます。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出産業を中心とした業績の伸び
や公共投資の復調により、企業収益の拡大や雇用情勢に改善がみられるなど、
緩やかな回復基調で推移いたしました。一方で新興国の成長鈍化、欧州債務
問題の再燃等で依然として先行き不透明な状況が続いております。
　当社グループが主に事業を展開しております建設業界におきましては、公
共工事は総じて堅調に推移し、民間企業の設備投資も増加傾向にあるものの、
労務需給の逼迫等の懸念が払拭されず、厳しい経営環境が続きました。
　このような経営環境の中にあって、当社グループは、積極的な営業活動と
利益率向上に取り組み、収益拡大に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の実績につきましては、連結売上高55,972
百万円（前期比2.2％減）、連結営業利益1,079百万円（前期比9.9％増）、
連結経常利益1,322百万円（前期比23.3％増）、連結当期純利益1,062百万
円（前期比82.9％増）となりました。セグメント別の状況は、次の通りであ
ります。
事業別セグメントの業績の状況

【建設関連事業】
　国内の建設関連事業では、大型官民工事物件への建設資材販売等が順調に
推移し、増収となりました。中国市場においては、子会社１社が連結から外
れたため減収となりました。
　この結果、建設関連事業の売上高は11,624百万円（前期比8.3％減）と
なりました。

【電設資材事業】
　電設資材事業では、堅調に推移していた太陽光発電設備やLED照明等創エ
ネ・省エネ関連商材が上伸力を欠いたことや大型工事案件が減少したことに
より、前年並みの売上となりました。
　この結果、電設資材事業の売上高は29,969百万円（前期比1.6％増）と
なりました。

【カーライフ関連事業】
　石油部門では、自動車用、暖房用燃料が共に需要低迷している中、前期並
みの販売量を確保できましたが、原油価格の下落による販売単価の値下がり
により減収となりました。オート部門では、車検整備が前年並みの入庫を確
保し、車両販売は高額車両の販売ができたことにより、また車両関連商品の
販売強化に取り組むことで、増収となりました。
　この結果、カーライフ関連事業の売上高は8,953百万円（前期比6.4％減）
となりました。

【住宅・生活関連事業】
　主な事業として、不動産部門では、建売分譲物件の売買が減少し、減収と
なりました。農産物部門では、果実類の取扱量が増えたことや、きのこ培地
の販売が順調に推移し、増収となりました。
　この結果、住宅・生活関連事業の売上高は5,425百万円（前期比1.6％減）
となりました。
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連結財務諸表

（単位：百万円）連結貸借対照表 （単位：百万円） （単位：百万円）連結損益計算書 （単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書

科　目 当連結会計年度
（平成27年 6 月30日）

前連結会計年度
（平成26年 6 月30日）

（資産の部）
流動資産
　現金及び預金 1,117 1,615
　受取手形及び売掛金 9,892 10,060
　商品及び製品 1,534 1,560
　仕掛品 43 97
　原材料及び貯蔵品 236 272
　繰延税金資産 218 218
　その他 1,519 495
　貸倒引当金 △� 104 △� 98
流動資産合計 14,458 14,221
固定資産
　有形固定資産
　��建物及び構築物 2,398 2,550
　��機械装置及び運搬具 1,596 1,605
　��土地 6,120 6,244
　��リース資産 245 267
　��建設仮勘定 74 690
　��その他 252 261
　有形固定資産合計 10,688 11,621
　無形固定資産 309 290
　投資その他の資産
　��投資有価証券 824 659
　��繰延税金資産 381 —
　��その他 1,738 1,742
　��貸倒引当金 △� 346 △� 393
　投資その他の資産合計 2,597 2,009
固定資産合計 13,594 13,920
資産合計 28,053 28,142

科　目 当連結会計年度
（平成27年 6 月30日）

前連結会計年度
（平成26年 6 月30日）

（負債の部）
流動負債
　支払手形及び買掛金 5,228 5,742
　短期借入金 6,066 7,784
　リース債務 78 78
　未払法人税等 228 226
　賞与引当金 413 325
　工事損失引当金 0 —
　その他 1,579 1,307
流動負債合計 13,594 15,464
固定負債
　長期借入金 4,049 3,524
　リース債務 169 206
　繰延税金負債 17 29
　再評価に係る繰延税金負債 409 452
　退職給付に係る負債 1,319 1,296
　役員退職慰労引当金 190 166
　環境対策引当金 116 131
　資産除去債務 61 60
　その他 80 108
固定負債合計 6,415 5,977
負債合計 20,009 21,442

（純資産の部）
株主資本
　資本金 1,264 1,264
　利益剰余金 5,978 4,958
　自己株式 △� 46 △� 45
株主資本合計 7,195 6,177
その他の包括利益累計額
　その他有価証券評価差額金 168 68
　土地再評価差額金 92 50
　為替換算調整勘定 315 179
　退職給付に係る調整累計額 △� 20 △� 35
その他の包括利益累計額合計 556 263
少数株主持分 290 258
純資産合計 8,043 6,699
負債純資産合計 28,053 28,142

科　目
当連結会計年度

（平成26年 7 月 1 日から）平成27年 6 月30日まで

前連結会計年度

（平成25年 7 月 1 日から）平成26年 6 月30日まで

売上高 55,972 57,252
売上原価 48,571 50,010
売上総利益 7,400 7,241
販売費及び一般管理費 6,321 6,259
営業利益 1,079 982
営業外収益 499 385
　受取利息 13 10
　受取配当金 13 14
　持分法による投資利益 135 53
　為替差益 40 7
　仕入割引 172 168
　不動産賃貸料 51 57
　その他 72 73
営業外費用 256 295
　支払利息 194 217
　売上割引 34 32
　その他 28 44
経常利益 1,322 1,072
特別利益 871 85
　固定資産売却益 10 13
　投資有価証券売却益 — 61
　投資有価証券評価損戻入益 1 7
　受取保険金 777 —
　受取補償金 10 —
　その他 72 3
特別損失 1,150 129
　固定資産売却損 101 6
　固定資産除却損 32 37
　環境対策引当金繰入額 — 2
　減損損失 86 67
　災害による損失 243 —
　事業整理損 686 —
　その他 — 15
税金等調整前当期純利益 1,043 1,028
法人税、住民税及び事業税 366 368
法人税等調整額 △� 394 49
少数株主損益調整前当期純利益 1,072 611
少数株主利益 10 30
当期純利益 1,062 580

科　目
当連結会計年度

（平成26年 7 月 1 日から）平成27年 6 月30日まで

前連結会計年度

（平成25年 7 月 1 日から）平成26年 6 月30日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,545 1,600

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,737 △ 1,013

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,305 △ 361

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 487 235

現金及び現金同等物の期首残高 1,154 993

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 — △ 74

現金及び現金同等物の期末残高 666 1,154
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単体財務諸表

（単位：百万円）単体貸借対照表 （単位：百万円） （単位：百万円）単体損益計算書

科　目 当事業年度
（平成27年 6 月30日）

前事業年度
（平成26年 6 月30日）

（資産の部）
流動資産
　現金及び預金 517 657
　受取手形及び売掛金 2,899 3,327
　商品及び製品 757 850
　仕掛品 16 40
　原材料及び貯蔵品 153 195
　繰延税金資産 122 108
　その他 1,476 563
　貸倒引当金 △� 5 △� 8
流動資産合計 5,936 5,734
固定資産
　有形固定資産
　��建物及び構築物 1,404 1,544
　��機械装置及び運搬具 1,301 1,346
　��土地 4,127 4,166
　��リース資産 92 126
　��建設仮勘定 51 686
　��その他 212 217
　有形固定資産合計 7,190 8,087
　無形固定資産 176 174
　投資その他の資産
　��投資有価証券 654 560
　��繰延税金資産 197 —
　��その他 2,103 2,291
　��貸倒引当金 △� 166 △� 188
　投資その他の資産合計 2,788 2,662
固定資産合計 10,155 10,925
資産合計 16,091 16,659

科　目 当事業年度
（平成27年 6 月30日）

前事業年度
（平成26年 6 月30日）

（負債の部）
流動負債
　支払手形及び買掛金 2,400 2,926
　短期借入金 3,254 4,530
　リース債務 26 37
　未払法人税等 173 156
　賞与引当金 268 201
　工事損失引当金 0 —
　その他 866 688
流動負債合計 6,989 8,542
固定負債
　長期借入金 3,659 3,154
　リース債務 79 104
　繰延税金負債 — 94
　再評価に係る繰延税金負債 409 452
　退職給付引当金 795 767
　役員退職慰労引当金 119 107
　環境対策引当金 116 131
　資産除去債務 47 46
　その他 77 104
固定負債合計 5,305 4,963
負債合計 12,295 13,505

（純資産の部）
株主資本
　資本金 1,264 1,264
　利益剰余金 2,361 1,844
　自己株式 △� 46 △� 45
株主資本合計 3,579 3,063
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金 125 39
　土地再評価差額金 92 50
評価・換算差額等合計 217 90
純資産合計 3,796 3,153
負債純資産合計 16,091 16,659

科　目
当事業年度

（平成26年 7 月 1 日から）平成27年 6 月30日まで

前事業年度

（平成25年 7 月 1 日から）平成26年 6 月30日まで

売上高 23,461 24,033
売上原価 20,115 20,857
売上総利益 3,346 3,176
販売費及び一般管理費 2,921 2,852
営業利益 424 323
営業外収益 251 198
　受取利息 5 5
　受取配当金 111 82
　為替差益 40 7
　不動産賃貸料 33 38
　貸倒引当金戻入額 5 15
　その他 55 49
営業外費用 136 155
　支払利息 124 144
　その他 11 11
経常利益 540 366
特別利益 871 84
　固定資産売却益 9 12
　投資有価証券売却益 — 61
　投資有価証券評価損戻入益 1 7
　受取保険金 777 —
　受取補償金 10 —
　その他 72 3
特別損失 1,039 112
　固定資産売却損 21 6
　固定資産除却損 31 35
　環境対策引当金繰入額 — 2
　減損損失 55 67
　災害による損失 243 —
　事業整理損 686 —
税引前当期純利益 372 338
法人税、住民税及び事業税 116 33
法人税等調整額 △� 303 73
当期純利益 559 232

株主優待のお知らせ

●●なめ茸グルメ●●

当社は株主様ご優待として、特産事
業部で製造販売しております “なめ
茸「志賀の郷」” をお送りさせてい
ただいております。
「志賀の郷」は奥信濃、志賀高原の
ふもと標高600mの地で生まれま
した。えのき茸栽培に最も適し
た豊かな自然と風土のなか、採
りたてのえのき茸に厳選された
丸大豆醤油で、じっくり煮込み
熟成した逸品です。新鮮なえ
のき茸の歯ごたえと風味をご
賞味していただき、ご意見を
頂戴できれば幸いです。

対 象 株 主 贈 呈 内 容

平成27年6月30日現在
1,000株以上ご所有の株主様

１名様につき
なめ茸「志賀の郷」を贈呈

お気付きの点またはご注文がございましたら、下記までお問合せください。

お問合せ先
株式会社 高見澤　総務部
Tel（026）228-0111　Fax（026）227-8046

「のっけ丼」
＜材料＞
なめ茸
「志賀の郷（うす塩）」
しらす
オクラ
メカブ
シソ
アボカド
梅干し

＜作り方＞
オクラとアボカドを食べ
やすい大きさに切り、あ
たたかいごはんの上にす
べての具材をバランスよ
く乗っけて醤油を少量か
けて出来上がり。
なめ茸と他の具材を和え
ながら食べるのがオスス
メ。具材はお好みで。
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トピックス

　平成9年10月1日　高崎駅－長野駅開業に伴い「長野新幹線」が開通しましたが、平成27年3月14日　金沢駅までの延伸によって「北
陸新幹線」が開通いたしました。これにより首都圏から上越・富山・石川への大幅な所要時間の短縮が実現いたしました。
　この北陸新幹線開通に伴い、ご当地長野駅及び周辺もリニューアルされ、当社もこの長野駅リニューアルのお手伝いをさせていただきま
した。
　平成26年7月から平成27年3月までの約9ケ月間ほぼ毎日のように当社のクレーン車が稼働いたしました。10t・16t・25t・50t・
70tと用途別に延べ人数は700人にもわたりました。主に建物の屋根に使用する鋼材のつり上げや歩道橋建設の鋼材つり上げ、建設資材
の施工に至るまで幅広く貢献しました。
　長野駅の工事であったため、当社のクレーン車の活躍場面が、駅を利用された多くの方々の目に留まり大きなPR効果を得ました。
　当社建設事業部の主な事業内容は、「運送」「工事」「資材」の3部門から成り、建築材料の調達から運送施工までを総合的にサポートし
ております。
　「運送」平ボディ車・簡易クレーン付車・重トレーラーを始めミニラフター車から70tラフター車まで各種クレーンを装備しており、ロー
リー車も取り揃え幅広いニーズに対応しています。
　「工事」地域住民の快適な生活を守り、貴重な財産と生命を守る建設工事。治山治水、道路、橋梁、上下水道、宅地造成、災害復旧等
様々な工事に対応しております。またコンクリート構造物の耐震工事・補修工事にも対応しております。
　「資材」建築土木工事のニーズに対応した製品を幅広く販売提供しております。特にセメント・生コン・特殊混和材はメーカーである電
気化学工業株式会社との強力な連携をとっております。

　特産事業部では、平成19年より自社運営のネットショップ「信州旬彩果房」を運営し
ております。
　ネットショップを運営することでダイレクトメールを中心とした従来までのお客さま
に加え、不特定多数のお客さまにもご利用いただけるようになりました。
　この「信州旬彩果房」では、信州産の果物を中心に全国の旬の青果物を取扱い、主な
商品としまして、初夏のさくらんぼに始まり、盛夏の桃、秋になりますと巨峰をはじめ
としたぶどうや梨、秋りんご、冬には信州の味覚ともいえるサンふじを中心に贈答向け
の商品からお得なご家庭用まで幅広く展開しております。
　特に御中元・御歳暮時には多くのお客さまから注文をいただき、昨今のネットショッ
ピングの流行とも相まって昨年度の売上げは前年対比を大きく上回る結果となりました。
　また、今まで郵送などで注文されていたお客さまがクレジットカード決済が可能な点
などから、ネットショップに移行する方もおり、利用者数が伸びております。

１．平成27年3月14日　北陸新幹線開通に伴う長野駅リニューアルに建設事業部貢献

２．ネットショップ信州旬彩果房充実　特産事業部

　今後もお客さまからの「こんな商品が欲しい」といったお声を大事に、商品の拡充やサービスの向上に努めてまいります。
　ぜひ「信州旬彩果房」をご利用ください。 ショップ名：信州旬彩果房　ショップURL：http://syunsai-ringo.jp/

　当社の連結子会社である昭和電機産業株式会社は、これまで甲信越3県を営業エリアとしてきましたが、今後の業容拡大に向け新たな営
業拠点を岐阜県、東京都に開設しました。
　平成27年4月27日には、岐阜県中津川市に東濃地区を営業エリアとする飯田営業所中津川出張所を開設しました。中津川市は、中山道
中津川宿といった歴史あるまちづくりの魅力とともに、リニア中央新幹線の岐阜駅と中部総合車両基地建設が計画されています。東濃地
区にはこれまでも飯田営業所から営業活動をしてまいりましたが、お取引先数も増えており、営業効率アップとより顧客密着を図るため
今回の開設となりました。
　平成27年5月19日には、東京都千代田区に東京事務所を開設しました。東京エリアは2020年の東京オリンピック・パラリンピック開
催に向けたインフラ整備、関連した新築・リニューアル投資等の建設関連需要の飛躍的増大が見込まれています。まずは、甲信越地域に
本社があり東京に出店している電設工事店、甲信越地域で取引のある大手電設工事店との情報パイプを太くするための活動に注力すると
ともに、平成28年中の営業所としての独立を目指してまいります。
　両拠点とも、開設時にはともに2名体制でスタートしますが、“お役立ち営業” を軸に営業展開してまいります。
　

３．「昭和電機産業株式会社」首都圏へも進出

【飯田営業所中津川出張所】
〒508-0041
岐阜県中津川市本町4丁目4-1
TEL 0573-85-8660　FAX 0573-85-8661

【東京事務所】
〒101-0064
東京都千代田区猿楽町2丁目7番6号 TK猿楽町ビル6階
TEL 03-6870-2280　FAX 03-6870-2281
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株式の状況（平成27年 6 月30日 現在）

（注）  1．  当社は自己株式252,899株を所有しておりますが、上記大株主から除いてお
ります。

 2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

1,285名

金融商品取引業者
11名 120千株
1.37％

その他の法人
73名 1,006千株
11.45％

個人・その他
1,182名 6,380千株
72.57％

金融機関
13名 1,025千株
11.66％

自己名義株式
1名 252千株
2.88％

外国法人等
5名 6千株
0.07％

8,792,000株

1単元未満
277名 27千株
0.32％

1単元以上
857名 1,116千株
12.70％

5単元以上
61名 385千株
4.38％

10単元以上
61名 1,202千株
13.68％

50単元以上
10名 682千株
7.77％

100単元以上
17名 3,551千株
40.39％

500単元以上
1名 667千株
7.59％

1,000単元以上
1名 1,157千株
13.17％

株式の状況 所有者別株式分布状況

会社概要

http://www.kk-takamisawa.co.jp/
当社グループのさまざまな情報は
こちらでもご覧いただけます。

会社概要（平成27年6月30日現在）

連 結 子 会 社
グループ会社（平成27年6月30日現在）

役員（平成27年9月25日現在）

ホームページのご案内

所有株式数別株式分布状況

関連会社

商 号 株式会社高見澤
設 立 昭和26年3月29日
資 本 金 1,264,300,000円
従 業 員 数 330名
事業部、営業所等 37拠点

社　名 資本金
昭和電機産業株式会社 750百万円
直江津臨港生コン株式会社 50百万円
オギワラ精機株式会社 10百万円
株式会社アグリトライ 44百万円
信州電機産業株式会社 40百万円
淄博高見澤混凝土有限公司 3,200万元
烟台市長野建材有限公司 170百万円

社　名 資本金
山東建澤混凝土有限公司 3,000万元

発行可能株式総数……………………… 18,915,000株
発行済株式の総数………………………… 8,792,000株
１ 単 元 の 株 式 数……………………………… 1,000株
株　　 主 　　数……… 1,285名（前期末比120名増）
大 株 主（ 上 位 10 名 ）

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

髙見澤秀茂 1,157 13.56

髙見澤昭二 667 7.82

株式会社八十二銀行 423 4.95

髙見澤豊子 394 4.62

髙見澤愛子 355 4.17

髙見澤雅人 300 3.52

高見澤吉晴 230 2.70

増田元成 226 2.65

増田多加子 213 2.49

髙見澤達郎 193 2.26

常 務 取 締 役 米　山　　　剛

取 締 役 小　林　茂　勝

取 締 役 久　保　輝　明

取 締 役 千　野　巳　明

取 締 役 小　林　正　樹

社 外 取 締 役 松　本　　　清

代表取締役社長 髙見澤　秀　茂

専 務 取 締 役 赤　沼　好　宏

専 務 取 締 役 髙見澤　雅　人

常 務 取 締 役 佐　藤　倫　正

常 務 取 締 役 原　山　稔　明

常 務 取 締 役 髙見澤　尊　昭

常 勤 監 査 役 大　井　文　成

社 外 監 査 役 鴇　澤　　　裕

社 外 監 査 役 金　子　　　肇



株主メモ
事 業 年 度 毎年7月1日から翌年6月30日まで
基 準 日 毎年6月30日

そのほか必要ある場合には、あらかじめ公告
いたします。

定 時 株 主 総 会 9月中
期末配当金受領株主確定日 6月30日
株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
特別口座の口座管理機関
連 絡 先 ・ 送 付 先

三菱UFJ信託銀行株式会社
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

公 告 方 法 電子公告の方法により行います。ただし、事
故その他やむを得ない事由によって電子公告
ができない場合は、日本経済新聞に掲載し公
告します。
公告掲載の当社のホームページアドレス
http://www.kk-takamisawa.co.jp/koukoku/

（ご注意）
1.   株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設さ

れている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されて
いる証券会社等にお問合せください。

1.   株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。
2.   特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が

口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）
にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3.   未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

〒380-0813   長野県長野市大字鶴賀字苗間平1605-14 
〒380-0813  長野ダイヤモンドビル7F 
Tel 026-228-0111　Fax 026-227-8046 
http://www.kk-takamisawa.co.jp/




